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「看護実践用語標準マスター（厚生労働省標準規格）」との対応の検討 

 

研究分担者 瀬戸 僚馬（東京医療保健大学 准教授） 
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研究要旨 

 地域医療構想の推進は地域における医療連携および病床機能の分化が重要である。と

りわけ、今後の医療需要を見据えて、急性期と回復期、慢性期の供給バランスを考える

ことが構想区域における地域医療構想調整会議をはじめ医療機関の間で考えなければな

らない事項となる。 

本機能連携班では、急性期から急性期以降の医療機関（回復期、慢性期等）へ、スム

ースな患者移行を実現するためのチェックリストについて検討を行った。 

病床機能分化を推進するためには、急性期の病院から回復期や慢性期を担う病院や有

床診療所、介護医療院、訪問看護ステーション等への円滑な移行が不可欠である。しか

しながら患者を移行するにあたっては必要な生活情報の提供が滞りがちである。 

 この課題を解決するために手入力（手書き）、医療機関ごとの非統一的な項目による

「情報提供シート」から厚生労働省標準規格に基づく電子カルテデータを活用し、シス

テムの支援・統一項目による「回復期等移行チェックリスト」が利活用されることが期

待される。 

 

Ａ．研究目的  

 厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤

開発推進研究事業）「病床機能の分化・連携

や病床の効率的利用等のために必要となる

実施可能な施策に関する研究」班（現：「地

域の実情に応じた医療提供体制の構築を推

進するための政策研究」班）において、昨年

度は「急性期から回復期等への連携を想定し

た共有情報項目」を検討した。同報告書では、

この共有情報項目については「医療機関特性

や患者特性により、ここまでは詳細な情報は

必要としない、さらに詳細な情報を欲しいな

ど、ばらつきがみられた」と指摘している。

このため、当該情報を記載した「情報共有シ

ート」も、ばらつきを想定する中で最小公倍

数的に項目が多くなり、記載に大幅な手間が

かかることも懸念される。  

本年度においてはその中でも特に重要な

患者情報を抜粋して回復期病院に提供する

ための帳票（以下、「回復期等移行チェック

リスト」）を作成するにあたり、電子カルテ

システム等の医療情報システムに入力され

たデータを抽出した帳票作成を支援するた

め、回復期等移行チェックリストの情報共有
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項目と「看護実践用語標準マスター」の紐づ

けを行うことを目的とする。  

 

Ｂ．研究方法  

①  本班では「共有情報項目」のうち特に重要

な患者情報を抜粋して回復期等の病院に提

供するための帳票（以下「回復期等移行チェ

ックリスト」という）は、電子カルテシステ

ム等の医療情報システムに入力されたデー

タを抽出して作成することで、作成負荷を軽

減する方法を提案した。これを実現するため

研究班と標準マスター維持管理団体が協力

し、「チェックリスト」と「標準マスター」

の対応表づくりを進めていく計画について、

平成 29 年 10 月 16 日の同研究班会議で了承

を経た。本計画は、平成 30 年 2 月 9 日の地

域医療計画策定研修会で公表するとともに、

同研修会資料の一部として厚生労働省ホー

ムページでも公開した。  

 

②  一般社団法人医療情報システム開発セン

ター（MEDIS-DC）では厚生労働省の高度医

療情報普及推進事業による委託を受け、

ICD-10 対応標準病名マスター等の各種マス

ターの維持管理を実施しており、回復期等移

行チェックリストに関係する用語としては

「看護実践用語標準マスター」が存在する。

厚生労働省医政局長・政策統括官通知「保健

医療情報分野の標準規格（厚生労働省標準規

格）について」（医政発 0521 第 2 号、政統

発 0521 第 1 号、平成 30 年 5 月 21 日最終改

正）においては、「今後厚生労働省において

実施する医療情報システムに関する各種施

策や補助事業等においては、厚生労働省標準

規格の実装を踏まえたものとする」とされて

いるところ、看護実践用語標準マスターも厚

生労働省標準規格の一つであることから、回

復期等移行チェックリストを情報システム

から抽出する際には、自ずと同マスターの実

装を踏まえたものとなる。  

 

③  MEDIS-DC においても、研究班が作成し

た共有情報項目を、看護実践用語標準マスタ

ーを用いて表現することは、上記通知に「厚

生労働省標準規格の実装は（中略）地域医療

連携や医療安全に資するもの」とあることか

ら、高度医療情報普及推進事業による受託の

一環としても積極的に取り組むべき活動と

判断している。また、MEDIS-DC が設置し

ている「看護領域の標準化委員会看護実践用

語標準マスター普及推進作業班」（主査：瀬

戸僚馬・東京医療保健大学准教授）は、研究

班の分担研究者でもあり協力体制を構築し

やすいため、同作業班を担当組織として対応

表の作成に着手し、併せて従来の枠組みにと

らわれない「戸籍謄本型」の帳票例を検討し

た。  

 

④  MEDIS-DC が対応表の作成を行うにあ

たっては、普及推進作業班への委員派遣を通

じ、一般社団法人保健医療福祉情報システム

工業会 (JAHIS)からも、技術的な助言及び協

力を得た。  

 

⑤  なお、同研究班では、平成 31 年 2 月 8 日

の同研究班会議での合意を経て、これらの病

期や施設等にも幅広く活用することを想定

し、「回復期等移行チェックリスト」と呼称

する。  

 

（倫理面への配慮）  

 特になし  

  

Ｃ．研究結果  

①  対応表の定義の考え方  

 研究班から MEDIS-DC に「共有情報項目」
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を提供し、MEDIS-DC において５施設程

度の電子カルテシステム等の運用状況を

踏まえて標準マスターとの紐づけ案を作

成した。その案を研究班でも確認し、チェ

ックリスト対応表（β 版）を作成させた。 

 回復期等移行チェックリストの共有情報

項目は、紙媒体に手書きして作成する運

用も想定した構成とした。このため、共有

情報項目と、看護実践用語標準マスター

とでは、情報の粒度に差異を生ずる箇所

もあり、両者を完全一致させることは困

難である。そのため対応表では、必要に応

じ一定の読み替えを行い、回復期等移行

チェックリストの共有情報項目ごとに、

看護実践用語標準マスターのどのコード

で表現すべきか提示した。（参考資料 1） 

 上記研究班の「共有情報項目」には、５つ

の大項目があり、その下に小項目と小項

目ごとの選択肢が設けられている。  

 看護実践用語標準マスターは「看護行為

編」「看護観察編」の２編で構成されてお

り、対応表では、共有情報項目の大項目ご

とに、マスターのいずれの編を用いて表

現するかを統一した。  

 

（機能連携班）  

情報共有項目の大分

類  

（MEDIS-DC）  

マスターの編別  

１．基本情報  看護実践用語標準マスター  

看護観察編・看護行為編  

２．診療に係る情報  看護実践用語標準マスター  

看護観察編・看護行為編  

３．認知・精神機能に  

係る情報  

看護実践用語標準マスター  

看護観察編・看護行為編  

４．身体・感覚器に  

係る情報  

看護実践用語標準マスター  

看護観察編  

５．ADL 等の生活に  

関する情報  

看護実践用語標準マスター  

看護観察編・看護行為編  

図表 1 本研究班（機能連携班）と MEDIS-DC

マスターの関係  

 

②  電子カルテシステムから回復期等移行チ

ェックリストを出力する場合の書式例  

 医療機関がこれまで紙媒体で用いられて

きた、「情報共有シート」は、枠線と項目

見出しが固定された書式であったため、

臨床上の必要性に関わらず、自ずと網羅

性が要求されて記載負荷が大きいものに

なっています。研究班の報告書でも必ず

しも情報の網羅性を確保する必要はない

ことを明示しており、かつ記載負荷を軽

減する必要性を指摘している。  

 

 紙媒体における  

従来型の  

「情報共有シート」  

電子カルテシステ

ムから出力する  

「回復期等移行チ

ェックリスト」  

枠 線  固定的に描画  可変性をもって描

画  

項目  

見出し  

必要性にかかわらず

全項目を表示  

必要な項目だけを  

表示  

字数制

限  

あり  

（もしくは文字の大

きさを小さくして調

整）  

な し  

記載の  

考え方  

様式に合わせる  

（このため手入力が

多くなる）  

既に電子カルテシ

ステムに蓄積され

たデータに合わせ

る  

図表 2 従来型の「情報共有シート」と「回復期

等移行チェックリスト」の違い  

 

Ｄ．考察  

医療機関からの「情報共有シート」の様式

に法令または厚生労働省通知による定めはな

く、各病院の裁量に委ねられている。このた

め各病院で、従来型の「情報共有シート」の

是非について、負担軽減も含めた見直しを行

い、回復期等移行チェックリストを実装する

ための検討が必要となる。  

 

Ｅ．結論  

 従来は医療機関や地域で用語がバラバラ

な上にどの時点の患者の状態像か不明瞭

な「情報共有シート」で情報収集されてい

たが、今後は急性期を標榜するどの医療機

関からも、直近の状態を反映し、標準用語

で記載された「チェックリスト」で情報収
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集が可能となることが期待される。  

 なお、回復期等移行チェックリスト使用病

院に従前書式との併用が生じないよう、構

想区域内における医療機関と医療機関の

間での共有が重要となる。  

 

Ｆ．健康危険情報  

なし  

 

Ｇ．研究発表  

論文発表  

なし  

学会発表  

 なし  

 

Ｈ．  知的財産権の出願・登録状況  

特許取得  

なし  

実用新案登録  

なし  

その他  

なし
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（参考資料 1）回復期等移行チェックリストの共有情報項目と、看護実践用語標準マスターの

対応、読み替えの考え方 

 

①  対応表では、回復期等移行チェ

ックリストの共有情報区目と、

標準マスターの項目を、必ずし

も「１対１」で対応させていな

い。概ね標準マスターの方が情

報の粒度は細かいため、一つの

共有情報項目に対し、標準マス

ターでは複数のコードを対応さ

せる「１対多」の項目も、多数存

在する。 

 

（例）回復期等移行チェックリストの情報共有項目では「食事の見守り」は１項目ですが、

これに相当するマスター項目は４項目あります。４項目のうち何れかが医療情報システム

に入力されていれば、チェックリスト上は該当ありとして出力することを想定している。 

 

 

②  対応表では、回復期等移行チェックリストの情報共有項目に記載されていても、異状がな

いため電子カルテシステム等へ入力されない可能性が低い項目を「空欄」で表現してい

る。 

（例）食事が「自立」の場合は介助が行われないため、実施入力も発生しない。よって食

事欄に出力される情報がないことで、間接的に、食事介助が「自立」であることを示す。 

ADL等の生活に関する情報

項目 選択肢 記載 種別 管理番号 階層 階層名称 備考

■ 食事

ケアを行う ⇒ ケアが必要な状況

が発生している　と判断

必要度項目 自立

「自立」を明確に示す項目はない

部分介助 基本 12000057 A001/B003/C026/D002

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ハイリスク）/部分介助

基本 12000061 A001/B003/C027/D002

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ロウリスク）/部分介助

全介助 基本 12000056 A001/B003/C026/D001

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ハイリスク）/全介助

基本 12000060 A001/B003/C027/D001

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ロウリスク）/全介助

見守り 基本 12000058 A001/B003/C026/D003

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ハイリスク）/継続的観

察

基本 12000059 A001/B003/C026/D004

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ハイリスク）/断続的観

察

基本 12000062 A001/B003/C027/D003

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ロウリスク）/継続的観

察

基本 12000063 A001/B003/C027/D004

日常生活ケア/栄養・食事ケア/食

事介助（ロウリスク）/断続的観

察

看護行為

回復期等移行 

チェックリスト 
１項目 

（出典：研究班報告書 2-3②-7） 

看護実践用語 

標準マスター 

４項目 
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③  この対応表では、回復期移行チェックリストの情報共有項目に記載されていても、マスタ

ーと紐づけを行っていない項目もある。研究班の報告書においても、情報共有項目は「原

則どの疾患・手術であっても、必要な共有情報項目を選択し、自由に組み合わせることの

できる形式で利用可能なもの」として提案されており、その全項目を回復期等移行チェッ

クリストに記載するような運用は想定されていない。このため、他の文書等でより信頼性

の高い情報が提供されると考えられる事項、電子カルテシステムからの客観的なデータを

抽出しにくい事項等については、「該当なし」と記載している。 

 

（例１）「感染症」については、検体検査結果がより客観的な情報であり、これを添付

することも容易であるため、紐づけを行っていない。 

 

（例２）「服薬の自立度」は、客観的なデータを抽出しにくい項目である。これは治療

上の必要性や生活機能訓練の方向性など、様々な要素で「服薬管理の必要性」が判断さ

れることに加え、その行動を自立して実施できるかも、認知機能や服薬動作などを多面

的に評価して判断する必要がある。対応表でも認知機能や上肢の可動域等は紐づけを行

っており、これらの情報を提供することで回復期病院としてもある程度は「服薬の自立

度」を伺い知ることができるため、マスターとの紐づけは行っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 2-3②-7  

（参考資料２） 
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